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 「1.2 最近制定された事故調査制度等」においては、2012（平成 24）年 10 月に消費者











































































































 「4.2 事故の情報収集に関する各種提言」では、2000（平成 12）年 3 月の日本学術会議
の人間と工学研究連絡委員会安全工学専門委員会報告「交通事故調査のあり方に関する提





















































































































































































































































































 まず第 1 に、……省略……。 
 第 2 に、……省略……。 











 審査小委員会は、2018 年 12 月 14 日に押立貴志氏の公開審査会（口頭試問）を実施し、
本論文を中心とし、それに関連のある学識確認の試問を行った結果、同氏が博士学位の授
与に値する学識と研究能力を持っていると判定した。 
 
５ 結論 
 以上を踏まえ、本審査小委員会は、押立貴志氏が、研究能力並びに学位論文に結実した
研究成果の到達度の両面において、博士（公共政策学）の学位を受けるに十分値するもの
と判断した。 
以上 
 
